
月 日 委員会 地域 テーマ

10 23 総務 兵庫･奈良公立病院統廃合問題（但馬） 医師不足問題（奈良）
11 1 総務 郵政民営化　民営化後のサービス低下

5 行政監視 日雇い派遣の禁止　ワーキングプア
5 拉致特 北朝鮮の核問題　拉致問題について

22 総務 公務員　人事評価　メンタルヘルス
26 本会議 決算　代表質問

12 6 総務 郵政民営化　見直し法案　非正規職員の増加
7 拉致特 米国の北朝鮮テロ新国家指定解除

11 外防 アフガン戦争　空爆と和平交渉
12 総務 戦争と放送　放送事業者の表現の自由
13 総務 参考人　命令放送　選挙報道
20 総務 テレビ放送と表現の自由　命令放送
25 総務 行政書司の不服審査代理権の付与

2 4 予算 奈良 救急医療　救急搬送
5 総務 兵庫 地方財政　合併特例債（篠山市）

13 行政監視 地球温暖化　石炭火力発電所
25 行政監視 ＣＯ2削減　財界の自主計画方式の転換

3 19 予算 地方公務員　官製ワーキングプア　非正規保育士
27 総務 秋田 道路特定財源　地方路線バス

　 総務 奈良 道路特定財源　公立病院（五條）　医師不足
31 総務 ＮＨＫ古森経営委員長「国益」発言

4 8 総務 道路特定財源　経由引取税　暫定税率
10 総務 道路特定財源　あぶくま高原道路
15 予算 福島 地方公聴会（京都）
17 総務 道路特定財源　総額５９兆円方式の転換
22 総務 景気対策による地方財政の悪化　交付税復元
24 総務 本四架橋の税金投入　業界からの献金

5 15 総務 石油コンビナート保安規則の緩和
19 決算 滋賀 養護学校の寄宿舎の役割（滋賀）
20 総務 自民議員のＮＨＫ介入発言　地デジ
29 総務 迷惑メール法　犯罪からこどもを守る

6 2 行政監視 大阪 廃プラスチック施設建設(寝屋川）
4 拉致特 米朝協議
5 総務 郵政民営化　賃下げ　子会社での解雇
5 内閣 国家公務員改革法案　労働三権

10 総務 ＮＨＫ古森経営委員長の資格を問う
　 総務 振り込め詐欺対策

10 16 総務 大阪 個室ビデオ店火災　消防職員の増員
11 25 総務 定額給付金　　郵政グループ不当解雇　　派遣切り（マツダ）
12 10 予算 大阪 公立病院（銚子・松原）　休止・閉鎖

12 拉致特 六カ国協議　オバマ政権の影響

1 21 予算 大阪 非正規解雇（ダイハツ）
2 10 総務 郵政民営化　　「かんぽの宿」などの資産売却

　 12 総務 大阪 郵政民営化　枚方・近畿レクセンター跡地売却
3 9 予算 企業献金（西松建設）　就学援助

13 予算 参考人　貧困と雇用
17 総務 大阪 生活保護　ケースワーカーの増員
19 総務 公立病院　改革ガイドライン
24 総務 郵政民営化　資産売却
26 総務 大阪 保育所　公立・認可保育所の新増設
27 総務 反対討論（地方税・交付税）
30 総務 千葉 成田空港　周辺自治体の消防体制

　 総務 ＮＨＫ　良質な番組制作
4 7 総務 かんぽ保険　未払い

16 総務 かんぽ保険　未払い
23 総務 看護士不足
27 総務 保育所　認可保育所の質・量の拡大
27 拉致特 ロケット発射　拉致被害者給付金延長

5 12 総務 地方公務員　非正規　ワーキングプア　公共サービス基本法
22 予算 参考人　雇用情勢の見通し
25 予算 生活保護　母子加算復活　父子家庭の支援強化
28 総務 国家公務員　労働基本権　給与

6 1 決算 奨学金　ブラックリスト問題
9 総務 郵政　西川社長「６つの責任」を問う　高齢者再雇用制度

24 行政監視 大学生の就職活動

山下さんの国会質問一覧（2007年10月～13年5月）

２００７年

２００９年

２００８年



25 総務 日歯連「迂回献金」　新総務大臣にただす
　 総務 ＮＨＫ　「JAPANデビュー」と番組編集の自由

29 決算 偽装「業務変更」による違法派遣（住友電装）
30 総務 自治体の急増する外国人労働者問題

7 7 総務 滋賀 外国人定住者の権利保障、不就学、健康保険　住宅など
11 17 総務 地域主権と「最低基準」の引き下げ

25 国民調 参考人　社会保障制度　欧州の使用者負担
27 総務 人事院の不偏不党　人勧

12 3 総務 非正規の実態と均等待遇　　高齢者雇用

1 28 総務 原口総務大臣の小沢疑惑報道への介入発言
2 10 国民生活 原村村長に医療費無料化のとりくみについて聞く

17 国民生活 ライフワークバランスと法規制
22 行政監視 国家公務員制度　労働基本権
24 国民生活 生活に対する満足度と雇用規制緩和

3 8 予算 ＮＴＴ５０歳退職・賃下げ・再雇用問題
9 総務 過疎地域の役割　過疎債の対象拡大

15 行政監視 参考人　独立行政法人・「削減ありき」を見直せ
16 予算 公聴会
18 総務 １０万人正社員化問題
18 予算 大阪 高すぎる医療費窓口負担　門真市調査・受診抑制
19 総務 北海道 夕張市財政再生計画の見直し　市民生活を守れ
24 総務 京都 自治体の過酷な地方税取り立て
25 総務 合併特例債　過疎と合併の押しつけ
26 拉致特 朝鮮学校授業料無償化
30 総務 戦争と放送　　字幕放送の拡充

4 12 行政監視 大阪 堺市職員の過労死自殺　公務災害認定
13 総務 児童福祉法の最低基準の廃止
14 国民生活 まとめ・報告案への意見表明
15 総務 参考人　地域主権改革と道州制について
16 総務 参考人　地域主権改革と最低基準について
19 連合審査 市町村の新たな合併を促進
22 連合審査 大阪 保育所の避難用滑り台設置も地方まかせ
26 行政監視 滋賀 長浜キヤノンの期間工雇い止め
27 総務 大阪 障害児入所施設　最低基準引き下げは逆行

5 14 決算 韓国併合１００年　知識人共同声明と歴史認識
20 総務 神奈川 ポリテクセンターを守れ　　民主党議員と（株）高速道路

10 15 予算 大阪 ダイキン工業期間社員雇い止め
21 総務 平成の大合併　郵政・正社員登用制度

11 11 行政監視 大阪 「特区」による保育所最低基準の引き下げ
11 総務 大阪 地方自治体の「任期付き職員」　業務委託
25 総務 人事院勧告無視の公務員給与引き下げ

　 総務 離島・過疎地域への補助金・交付金
26 総務 放送に関わる規制のありかたについて

3 7 予算 岐阜 寝たきり専用賃貸住宅（ねた専賃）と特養ホームの不足
24 総務 福島 福島原発事故対応におけるハイパーレスキュー隊への衛星情報の提供の実態
25 総務 東北 住宅債権支援金の引き上げ　住民参加・合意での復興計画を

　 総務 東京 放射性物質による水道水汚染
30 総務 福井 関電美浜原発「大きな津波の可能性低い」と広報ビラ
31 総務 戦争と放送　被災者支援放送

4 12 総務 東北 働く場の再建　　農地の除塩
18 行政監視 取り調べの可視化　村木厚子氏に聞く
19 総務 東北 被災地のアナログ停波の見直し　　コミュニティーＦＭの役割
20 災害 復興構想会議議長の「阪神・淡路が小さく思える」発言批判
26 総裁 東日本大震災で示された公立病院の役割　公立病院ガイドラインの見直し求める
28 総務 児童福祉施設最低基準の哲学

5 2 総務 東北 役場ごと移転した自治体の再生を東電・国の責任で
10 総務 東北 東電の賠償責任　　被災地の保育料免除
16 行政監視 社保庁職員の分限免職の撤回　　面接「うらマニュアル」の問題点
17 総務 東京 下水汚泥の放射能汚染と労働者の安全の確保
18 災害 「想定外」思考の危険性　原発からの撤退を求める
19 総務 東北 漁業の集約化　　原発立地・周辺自治体への情報公開
23 行政監視 参考人　地震列島に原発を設置する危険性について
25 災害 住民合意のない再稼働は行うな　節電と労働者の雇用保障
26 総務 　『ネットワークでつくる放射能汚染地図』
27 予算 参考人　内部被曝と健康調査
30 行政監視 「全体の奉仕者」と公務員の身分保障

6 7 総務 地デジ移行　　視覚障害者とＦＭラジオでの視聴
8 災害 操業自粛の漁業関連事業者への仮払い

14 復興 迅速・全面賠償を求める　東電社長の認識を問う
16 総務 パワハラ　自爆営業の根絶を求める
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20 復興 「原子力損害賠償法」の原点
21 総務 原発事故被害者の固定資産税の考え方　風評被害も含めた免除を求める

7 11 復興 自民などによる「仮払い法案」について
14 復興 紛争審査会の指針と東電の賠償への態度について
22 予算 宮城 ソニー仙台の震災理由の雇い止め、地域雇用守るためにふんばる地元中小企業
25 災害 兵庫等 災害援護資金の返済免除を求める

8 2 復興 「原子力賠償機構法案」の東電救済とメガバンク免責の問題点
4 総務 原発事故被災者への地方税の減免措置の柔軟な対応と減収の補填

11 復興 がれき処理の施設整備と放射線量測定は国の責任で行え
23 総務 宅地被害への補助要件の緩和を求める

　 総務 被災地へ支援物資を輸送するトラック事業者の負担軽減を求める
25 総務 集団移転事業の「一戸あたりの限度額」の実態にあった対応を求める

　 総務 津波からこどもを守った保育所　最低基準の引き下げはこどもの安全を脅かす
26 総務 反対討論

10 27 総務 大阪 泉南市プール事故と民間委託
11 4 災害 和歌山 紀伊半島集中豪雨被害と山間地域の復旧の課題

7 総務 パナソニックの工場閉鎖と地域経済への大企業の社会的責任を問う
29 総務 地方税法の改正に伴う納税者の権利保障について　事前通知など

12 1 復興 住宅の復旧への公的支援の拡大を求める
6 総務 被災地における従業員の再雇用助成は実態にあった拡充を求める
7 決算 パナソニックの工場閉鎖と地域経済への大企業の社会的責任を問う
8 復興 被災地の鉄道の復旧への支援

2 8 総務 公務員の労働基本権の確立　　二重の憲法違反の給与引き下げ
8 予算 仮設住宅の防寒対策　風呂の追い炊き機能求める

28 総務 公務員給与の引き下げ
3 13 予算 大阪 橋下「思想調査」

19 行政監視 参考人　消費税について、９７年増税で景気はどん底になった事実を問う
22 総務 非正規の正規化のその後の実態についてただす
22 予算 公聴会
23 災害 鹿児島 桜島の火山防災について
26 復興 放射能の健康被害と全身測定器の支援
27 総務 和歌山 出先機関の廃止問題　災害復旧での整備局の役割
27 復興 保育園の施設除染　　屋内施設の整備助成
28 総務 消費税増税は地域経済に影響
28 復興 放射線検査
29 総務 障害者への受信料免除について

4 5 予算 経済・暮らしへの影響について
19 総務 消防職員の団結権保障について
23 行政監視 道州制と地方自治のありかた
24 総務 郵政のユニバーサルサービスの保障について
26 総務 郵政の金融サービスのありかたについて

6 13 予算 消費税増税と後期高齢者医療制度の廃止
14 総務 ＴＰＰと郵政民営化問題
14 復興 東北 新たな線引き問題　　議員立法「福島こども基本法案」
15 災害 　 竜巻被害に対する支援法の適用拡大を
19 総務 生活保護バッシング　利用者への自立支援について
20 災害 兵庫 借り上げ住宅の追い出し問題

7 27 災害 九州 九州集中豪雨災害の支援
27 一体特 消費税増税を公共事業に　附則が示す増税のねらい

8 2 一体特 大阪 生活保護バッシング　孤立死・餓死の増加と生活保護制度の実態
20 行政監視 兵庫 兵庫県こども病院の移転問題
27 復興 被害者への土地建物の賠償問題

28 総務 大阪
自治法改定の修正で政務調査費の対象拡大は国民の理解を得られない。大阪都
構想は大規模開発促進、住民の支持を得ていない。

29 本会議 野田総理問責決議案への賛成討論
11 16 総務 労働組合との合意抜きの引き下げ　　身を切るというなら政党助成金廃止

2 26 総務 公務員給与削減の経済への影響
3 6 本会議 代表質問　デフレ不況打開へ賃上げし消費税増税中止

25 総務 非婚の母にみなし寡婦控除適用を
26 総務 臨時非常公務員の再任用問題。専門職の任期をなくせ
27 総務 前経営委員長の東電役員兼職問題。NHK職員の処遇

4 26 予算 燃油高騰問題　漁業者への支援求める
5 9 総務 大阪 大阪公衆衛生研究所の独立法人化問題

14 予算 ブラック企業「ユニクロ」の実態告発、労働法制の規制緩和中止求める
16 総務 学童保育の設備･運営基準の引き上げ、財源保障
21 総務 マイナンバー法案　番号変更規定の欠陥を追及
29 災害特 兵庫 淡路島地震被害
30 総務 奈良 防災無線のデジタル化と消防広域化
31 災害特 兵庫 阪神・淡路大震災の教訓生かした災害対策。生活援護資金の返済免除求める
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